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１「子どもの貧困」とは
・相対的貧困にある18歳未満の子どもの存在及び生活状況をさす。

※相対的貧困：ある世帯がその国の等価可処分所得の中央値の半分に満たない状態

ex. 親子2人世帯の場合：月額約14万円以下（公的給付含む）の所得

⇒ 経済的困窮を背景に、教育や体験の機会に乏しく、地域や社会から孤立し、

様々な面で不利な状況にある傾向

・子どもの貧困率：相対的貧困の状態にある18歳未満の子どもの割合

全国での子どもの貧困率：13.5％（2018年、厚生労働省調べ）

⇒ 7.4人に1人の子どもが貧困状態にある。
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２子どもの貧困対策の
推進に関する法律

目的、基本理念、大綱について
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子どもの貧困対策の推進に関する法律
（目的）

第一条 この法律は、子どもの現在及び将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、全ての子どもが

心身ともに健やかに育成され、及びその教育の機会均等が保障され、子ども一人一人が夢や希望を持つことができるように

するため、子どもの貧困の解消に向けて、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、子どもの貧困対策に関し、基本理念

を定め、国等の責務を明らかにし、及び子どもの貧困対策の基本となる事項を定めることにより、子どもの貧困対策を総合

的に推進することを目的とする。

（基本理念）

第二条 子どもの貧困対策は、社会のあらゆる分野において、子どもの年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、

その最善の利益が優先して考慮され、子どもが心身ともに健やかに育成されることを旨として、推進されなければならない。

２ 子どもの貧困対策は、子ども等に対する教育の支援、生活の安定に資するための支援、職業生活の安定と向上に資する

ための就労の支援、経済的支援等の施策を、子どもの現在及び将来がその生まれ育った環境によって左右されることのない

社会を実現することを旨として、子ども等の生活及び取り巻く環境の状況に応じて包括的かつ早期に講ずることにより、推

進されなければならない。

３ 子どもの貧困対策は、子どもの貧困の背景に様々な社会的な要因があることを踏まえ、推進されなければならない。

４ 子どもの貧困対策は、国及び地方公共団体の関係機関相互の密接な連携の下に、関連分野における総合的な取組として

行われなければならない。
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３愛知子ども調査

現状と課題について
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愛知子ども調査
○愛知子ども調査報告書における子どもの貧困の定義

・物質的側面：生活に必要な物品等が不足していること。

・経済的側面：主に所得や家計の不足を意味します。

・社会関係：社会関係上の不足を指します。

貧困には、大きく絶対的貧困と相対的貧困の２つがあります。

絶対的貧困とは、衣食住などの生きていくために必要最低限な物資、経済力が欠けている状
態を指します。

一方、相対的貧困とは、その社会で一般的となっている生活水準に達していない状況を指し
ます。相対的貧困の概念は、絶対的貧困の視点が社会的背景とのつながりを欠き、貧困を限
定的に捉えるため、貧困の全容を捉えきれないために編み出されました。本報告書が重視す
るのは相対的貧困です。相対的に貧困であることが成長過程にある子どもの現在および未来
のライフチャンスを制約し、その結果、本人の人生に大きな影響を与えると考えます。
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(3) 調査対象者
調査対象学年の10％程度の子どもと保護者が調査対象となるよう、県が市町村立

小・中学校から調査対象クラスを無作為に抽出し、そのクラスの子どもとその保護者
を調査対象とした。

小学1年生
保護者

小学5年生
保護者

小学5年生
本人

中学2年生
保護者

中学2年生
本人

合計

配付数 6,965 6,593 6,593 6,742 6,742 33,635

有効回収数 4,977 4,669 4,837 4,575 4,699 23,757

回収率 71.5％ 70.8％ 73.4％ 67.9％ 69.7％ 70.6％

(1) 調査期間
平成28年12月7日（水曜日）から12月20日（火曜日）まで

(2) 調査対象区域
県内全域

(4) 調査票配付・回収方法
市町村及び県・市町村教育委員会の協力を得て、学校を通じて調査票を配付した。

回収については、学校での回収又は郵送方式とした。回収率は70.6％。
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「愛知子ども調査」の結果を用いて算出した本県の子どもの貧困率

○算出方法：「愛知子ども調査」の保護者調査票、家族の人数、世帯の収入（手取り額）

から１人当たりの収入（手取り額）を算出

↓

・国民生活基礎調査の貧困線※をもとに、子どもの貧困率を算出

・愛知子ども調査独自の貧困線を算出し、子どもの貧困率を算出

○算出結果：国民生活基礎調査の貧困線（平成 24 年及び平成 27 年 122 万円）による、

子どもの貧困率 5.9％

（県内で７万人以上の子どもが、全国の一般世帯の半分以下の所得で暮らしていると推計）

愛知県独自の貧困線 137.5 万円による、 子どもの貧困率 9.0％

※貧困線：等価可処分所得（世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわ
ゆる手取り収入）を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分の額
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愛知県 圏域別子どもの貧困率



18



現状課題

Ⅰ 教育の機会の均等
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図表－ 13 習い事（その他の有料の習い事）について
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現状課題

Ⅱ 健やかな育成環境
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図表－ 19 過去１年間で、経済的理由により購入や支払いができなかった経験

24



図表－ 30 ごはんを一緒に食べる人（学校のある日：朝ごはん）
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図表－ 42 友達との関係について ウ友達から好かれている「いつもそう思う」と「たいていそう思う」の割合
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現状課題

Ⅲ 支援体制の充実
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○インタビュー調査では、「親に障害がある、学力がないなどの場合、保育園や幼稚園、学校
からのお知らせ等の内容が理解できなかったり、書類の作成や提出がままならずに手続きがで
きず、必要な支援等を受けられていないことがある。」(支援者)、
「病院や保健センターなどに通訳がいないので、困っていることを伝えられない。」(当事者)
などの声が聞かれました。

○制度や手続きへの理解力不足等により申請できない人がいることから、必要な情報や制度を
活用できるよう、支援を強化する必要があります。

○インタビュー調査では、「サポートが必要な家庭ほど、家族の中で抱え込み、支援につな
がっていないと感じる。」、「子育てに関しては高学歴な人ほど、自分ができないことを人に
言えないことがあり、ノイローゼやうつになることがある。」、「高齢出産の場合、両親に子
育てのサポートがしてもらえなかったり、 高齢の両親の介護などダブルケアで精神的につらい
人がでてくる。」(以上、支援者)などの声が聞かれました。

○気になる家庭や子どもの早期発見を行えるよう、支援体制の充実や関係機関の情報共有が求
められています。

1 各種手続きに関するサポート体制の充実
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2 相談・サポートに対する抵抗感の払拭

○インタビュー調査では、「子育てに他人（支援機関等）が関わることへの抵抗感を下げる
工夫が必要である。」、「問題発見されても、支援までなかなか結びつかない人がいる。負
のスパイラルに落ち込む手前の時点でいかに救うかが重要であり、関わり続けることが大事
である。」、「明らかに支援が必要でも、保護者が助けを求めなければ踏み込めない。」、
「子どもの発達障害なども増えており、親がどうしていいかわからないケースも多い。親が
子どもの障害を受容できていないケースは支援につながりにくい。受容できている場合は、
親と幼稚園や保育園、学校側で話しができている。」(以上、支援者)、
「親に知られないように相談できる環境がほしい。携帯電話がない、小遣いがない子どもも
いるので、電話での相談は難しい。スクールカウンセラーは日時が限定されており、友達に
わかってしまいそうなので相談しにくい。」(当事者)などの声が聞かれました。

○相談したり、支援を受けることに拒否感や不安を感じる人もいることから、気軽に相談で
きる体制の強化が望まれています。
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3 支援者の確保

○インタビュー調査では、「スクールソーシャルワーカーは中学校区単位で配置することで、小

中連携がしやすくなる。」、 「非常勤のカウンセラーには相談しにくい。学校や保育園に専門性

をもつ心理士がいると相談しやすい。」、「施設退所者や里親委託解除後の子どもに対するサ

ポートが必要であるが、人数が増えると単独の施設・機関で行うには限界がある。」(以上、支

援者)などの声が聞かれました。

○子どもをとりまく問題や課題が複雑化する中で、様々な職種の人が関わることが多くなってい

ます。的確な支援等を迅速に行えるよう、それぞれの機関等に適正な人員配置を行うことが重要

です。

○インタビュー調査では、「どのような子どもがいるか、各団体に何ができるかを確認したうえ

で、必要なところにお金を投じ、役割分担するべきである。」(支援者)との声が聞かれました。

○子どもに対する支援は行政だけでなく、様々な団体等が多様に行うことが重要であり、そのた

めにＮＰＯをはじめとする様々な支援団体の確保や育成、ネットワーク化を図ることが重要です。

① 適正な人員配置体制

② ＮＰＯなどの支援団体の確保・育成
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子どもが輝く未来に向けた提言
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子どもが輝く未来に向けた提言
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⇒「子どもが輝く未来へのロードマップ」作成
子どもが輝く未来に向けた提言を踏まえて2018年度から2022年度までの５か年間の
施策・取組みと工程について、ロードマップを作成。（2024年度まで延長）

３つの視点に基づく、139の取組み（53項目は重複）



4 子ども食堂について
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「子ども食堂」とは
・主に子どもや親子に無料又は安価で食事を提供する場で、民間発の自発的な取組

※2012年頃に東京都大田区で始まった取組が最初

・こども食堂の数は増加の一途

愛知県の場合（県内市町村が把握している子ども食堂の数）

2017年5月 56か所 ⇒ 2022年5月 293か所 （5年間で5倍以上！）

【参考】全国の状況（「NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえ」の調査による）

2018年 2,286か所 ⇒ 2021年 6,014か所 （3年間で約2.6倍）

・なぜ増えているのか

2010年代以降、メディアで多く報じられたことで動きが全国で活発化

「子どもの貧困」へのクローズアップ

※注意：
あくまで「把握数」であり、
実際の総数は不明
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「こども食堂＝子どもの貧困対策」なのか

一般的なイメージ：「貧困家庭の子どもに食事を提供するところ」

⇒実際は・・・

明確な定義はない。法律もない。許認可もない。様々な運営形態があり、参加費、

開催頻度、メニューも食堂ごとに違う。（開設者、運営者の思い）

単に食事を提供するだけでなく、放課後や休日の居場所、地域の人々との

つながりの場など、様々な形がある。

⇒「貧困家庭の子どもに食事を提供するところ」という理解は、一面正しいが不十分

大変な子どもと自他から認定されるような場所ではなく、誰でも利用できる居場所、

地域交流の場所であることが、結果として子どもの貧困対策にもなっていく。
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わいわい子ども食堂
運営者：わいわい子ども食堂プロジェクト
・北医療生活協同組合
・社会福祉法人名北福祉会
・名古屋北法律事務所暮らしと法律を結ぶホウネット

所在地：名古屋市北区

特色：発起人が定年退職後北医療生協の副理事長に就任。ボランティア活動
を活発化させる中で、地元の法律事務所と福祉団体との協力の元、わいわい
こども食堂を開始。利用者がコロナ禍前には２００人近くに。

フードパントリーやお弁当配布の活動も積極的に実施。

小学生を対象とした火を使わない料理教室や子どものためのクラッシックラ
イブ、子ども食堂ボランティア交流会など、幅広い活動を行なっている。

代表の杉崎氏は「あいち子ども食堂ネットワーク」相談役であり、愛知県社
会福祉協議会が開催する「子ども食堂支援者及び開設準備研修会」の講師。
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日進絆子ども食堂
運営者：いきいき塾NPO絆

所在地：日進市

特色：給食のない夏休み期間、ひとり親家庭の子どもた

ちを支えるため、日進市内の飲食店で使える「夏休み

『お弁当・食事券』プロジェクト」を企画し、クラウド

ファンディングにより資金を募る。

令和３年度は目標額の１００万円を上回る１３０万円が

集まった。

市の協力を得て、児童扶養手当を受給する市内の全ての

ひとり親家庭など、４２５世帯に１７００食分の「弁当

券」を送付、１００％利用された。

地元のコンビニエンスストアと連携し、フードドライブ

で集まった食品をフードパントリーで配布している。
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つなぐ子ども食堂
運営者：一般社団法人つなぐ子ども未来

所在地：名古屋市昭和区

特色：子ども食堂の活動にとどまらず、子どもたちのフ

リースペースの運営、フードパントリーやお弁当の配布、

子どもの体験・学習の機会である「昭和区オモシロ探検

隊」の実施、他の子ども食堂への食材配布のためのハブ

ステーション活動、行政、社会福祉協議会と連携した個

別支援、包括支援の実施等

「新しい社会資源としての子ども食堂」活動を実施して

いる。
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県の「こども食堂」支援
・子ども食堂の開設経費等への助成

個人、企業からの寄附による「子どもが輝く

未来基金」を活用

・「愛知子ども調査」では、保護者の所得が低い

ほど、学校のない日の昼食を「ひとりで食べる」

と答えた子どもの割合が高い傾向にあった。

⇒ 子どもの孤食を防止し、安心して通える

居場所となる子ども食堂の取組が県内全域に

広がってほしい！
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「子どもが輝く未来基金」
・実効性のある子どもの貧困対策の推進に必要な財源を

確保するため、2019年に基金を造成

※基金：補助金や寄付金等を原資として、特定の

用途に充てるため、他の財産と分けて保有するお金

・活用事業

☛児童養護施設入所児童等の支援（大学入学準備費用、

大学等受験費用、児童養護施設等退所費用の支給）

☛子ども食堂への支援（新規開設経費、

学習支援用品等購入費用、感染症対策費用の補助）
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・社会福祉協議会

社会福祉法に規定されている公益的、自主的な組織で、地域福祉の推進が目的。

⇒ 連携して子ども食堂の活動を支援

・フードバンク

安全に食べられるが、包装の破損や過剰在庫、印字ミスなどの理由で、流通に出せない

食品を企業などから寄贈していただき、子ども食堂や福祉施設・団体、困窮世帯等に

無償で提供する活動

⇒ 規模の大きいフードバンクを中心に、情報共有、意見交換

・子ども食堂の自主的なネットワーク

民間団体との連携
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愛知県社会福祉協議会との連携
・「子どもの居場所応援プラザ」

子ども食堂の開設・運営や、子どもの学習支援などの様々な相談に応じるための

専門の相談窓口を設置

・広報活動

子ども食堂マップ、情報誌の発行

・支援者向け研修

子ども食堂支援者及び開設準備研修の開催

※これらの取組を県と連携して取り組み、財政面の支援も実施
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「あいち子ども食堂応援ステーション」
・子ども食堂の課題の１つは、安定的な食材の確保。

・また、企業側が食材提供に積極的でも、子ども食堂を見つけるのに手間取ったり、

提供する食材の量が多すぎたりすることがある。

⇒ 企業が安心して食材を預ける先を簡単に見つけられるよう、２０２２年４月から

「あいち子ども食堂応援ステーション」認定制度をスタート。

冷蔵設備などを持つフードバンク活動団体を愛知県社会福祉協議会が認定。

認定団体が企業と子ども食堂とのつなぎ役に。

・制度創設に合わせて、子ども食堂に関する情報を集めたポータルサイトも開設。

あいち子ども食堂応援ステーション認定団体や、子ども食堂の一覧を掲載。
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・認定数

30箇所（2022.12.20現在）

「あいち子ども食堂応援ステーション」

あいち子ども食堂応援

ステーション

【県社協で認定】

フードバンク

寄 附 者

（食品提供企業）

市町村社会福祉協議会

任意団体

寄 附 者

（農 家）

寄 附 者

（個人など）

子ども食堂

子ども食堂

子ども食堂

写真：NPO法人フードバンク愛知 （北名古屋市）
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まとめ
・子ども食堂は善意の取組み

・学区、学校の協力が得られると子どもが集まりやすい

・自らの強みを活かした活動をすることが長続きにつながる

・始めるよりも続ける方が難しい（無理のない開催、運営を）

・規模が大きくなると人の手配や食材、経費の調達の規模も大きくなる

・支援が必要な子どもに直接支援できているか確かめにくい

・地域に根ざした活動をすることで、地域からの支援が得られやすくなる

・イベントの開催や体験学習、学習支援など、他の活動を行なう場合の呼び水になる
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5 生活困窮者自立支援制度
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重層的なセーフティネット

◆課題が複雑化・深刻化する前に自立の促進を図る。
◆生活保護制度の受給を制限するものではなく、生活保護が必要な人には
適切につなぐ。生活保護制度とは両輪として機能する制度。

47

最後のセーフティネットである生活保護制度及び生活保護に至る前の段階での自立を支援する生活困窮
者支援制度により、生活に困窮する者に対して、重層的なセーフティネットを構成している。

第
１
の
ネ
ッ
ト

第
２
の
ネ
ッ
ト

第
３
の
ネ
ッ
ト

出典：令和3年度生活困窮者自立支援制度人材養成研修資料（厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室）
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出典：社会・援護局関係主管課長会議資料令和５年３月

生活困窮者自立支援法に基づく事業
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子どもの学習・生活支援事業（任意事業）
◆事業の概要
・「貧困の連鎖」を防止するため、生活保護受給世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもを対象に学習支援事業
を実施。

・生活習慣・育成環境の改善に関する助言や進路選択、教育、就労に関する相談に対する情報提供、助言、関係機
関との連絡調整を行う。

子ども本人と世帯の双方にアプローチし、子どもの将来の自立を後押し

◆実施方法
地域資源の活用、地域の学習支援ボランティアや教員ＯＢ等の活用

出典：令和3年度生活困窮者自立支援制度人材養成研修資料（厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室）



ご清聴ありがとうございました。
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今後とも、子どもの貧困対策への

御理解と御協力をお願いします。

また、近隣の子ども食堂や学習支援への

御支援、御協力をお願いします。


